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1．はじめに 

近年，国や自治体の財政収支の悪化を背景として，

社会資本投資のねらいや投資効率に対して国民の厳し

い目が向けられるようになり，新規事業の実施に際し

ては，費用便益分析等による説明責任が強く求められ

るようになった． 

本研究では，社会資本の効果測定手法として，生産

関数アプローチに着目し，現在整備した社会資本が将

来にわたって緩やかに整備効果を発現し続ける長期残

存効果（以下，時間波及効果）と地域間で相互に波及

するスピルオーバー効果（以下，空間波及効果）を同

時に表現することのできる，時空間統計モデルを開発

する．このモデルを地域データに基づいて推定するこ

とにより，社会資本整備によって地域の生産力が向上

する効果が，近隣の地域に長期的に波及する現象を定

量的に分析する． 

 

2．社会資本の空間波及効果と時間波及効果 

ネットワーク型社会資本は，地域間の財や知識，ア

イデアなどの流動を活性化させ，近隣地域の生産性を

向上させる空間波及効果を期待して整備される．この

空間波及効果は，ある地域の生産活動が，当該地域の

社会資本だけでなく，他地域の社会資本を利用するこ

とによって発生する直接的な空間波及効果と，社会資

本を利用した貨物や業務旅客の移動により，知識やア

イデアといった無形の財が地域間を伝播することによ

って得られる間接的な空間波及効果に分類できる．  

社会資本整備後の生産活動の時系列変化に着目する

と，その生産力効果が時間的な遅れを伴って現れると

考えられる．例えば，新しく道路が整備される場合，

道路整備完了直後に道路沿線の土地利用に変化が現れ

るわけではない．住民や企業の意思決定には時間を要

するため，道路沿線の立地変化は緩やかに進行する． 

以上の考察より，ある時点にある地域で整備された

社会資本の生産力効果を測定する場合，その空間波及

効果，および時間波及効果を適切にモデル化する必要

がある．  

3．時空間波及効果を考慮した生産関数モデル 

本研究では，塚井らの時空間波及効果を考慮した生

産関数アプローチを発展させた，地域生産関数の推計

を行う 1)．具体的には，コブ・ダグラス型の地域生産関

数 に，時空 間波及効 果を加え て特定化 した

SAR-ARFIMAX モデルを定式化する．SAR-ARFIMAX

モデルは長期記憶性を表現できる ARFIMAモデルの説

明変数として労働力，民間資本ストック，社会資本ス

トックに加えて，知識ストックの空間スピルオーバー

の指標として地域総生産を加えたモデルである．地域 i
の時点 tにおける地域総生産を itY ，労働力を itN ，民間

資本ストックを itK ，社会資本ストックを itG と表すと，

対数変換したコブ・ダグラス型の生産関数は, 
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と表すことができる．ここで，右辺第 5 項は社会資本

ストックの自地域に対する生産力効果を，第 6 項は社

会資本ストックの空間的なスピルオーバー効果を，第 7

項は知識ストックの空間的なスピルオーバー効果を表

す．右辺第 5 項について，社会資本ストックが長期記

憶性を有する場合を考える．社会資本ストックに関す

る実数和分パラメータを Gd ，ラグ演算子を Lとすると，

社会資本ストックの生産力効果は， 
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と表せる．式（2）は，ガンマ関数* を用いて， 
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と展開できる．ここで， 
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であり， � � 1!01   * より， 10  S である．すなわち，

式（3）は現在，および過去の自地域の社会資本ストッ

クの，自地域の生産への寄与を表現している．社会資

本ストックの地域間スピルオーバー効果については，

空間近接係数 G
ijw を用いて，地域 iの生産に対する他地



域の社会資本の寄与を， 
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と表すことができる．また，知識のスピルオーバー効

果についても，空間近接係数 Y
ijw を用いれば，地域 i の

生産に対する他地域の知識ストックの寄与を， 
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と表せる． ここで， 0 Y
ii

G
ii ww ， である． 

式（1）の確率誤差項 itu は，各地域の生産性に関する
時空間変動を表している．このうち，技術革新につい

ては，技術進歩が緩やかに地域の生産に波及すれば，

その影響は誤差項の長期記憶性として現れる．本研究

では，時間方向に長期記憶性が存在する確率誤差構造

を， 
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d
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と特定化する．ただし， � �Lq\ は q次のラグ多項式であ

り， itε は独立に同一の分布に従う確率誤差項である．
確率誤差項の式（7）は景気変動などの非観測要因の影

響を表す MA ラグ多項式と，長期的な技術革新の影響

を表す長期ラグ多項式によって構成されている． 

式(6)より，式(1)は左右両辺に内生変数 itY を含んでい
る． itY をベクトル表示し，左辺に移項し，両辺に逆行
列を乗じ，式（2），（5），（6），(7)を式（1）に代入する

と地域生産関数式， 
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が得られる．ただし， ija は行列 YWIA 4E� の逆行列

1�A の要素を表す． 

 式(8)から明らかなように，確率誤差項は式(7)に示す

時系列構造に加えて， 
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のように， ija に起因する空間構造を示す．以上より，

本研究の地域生産関数では，確率誤差項に式(9)に示す

ような時空間構造が現れる．なお，式(8)のパラメータ

は CSS法によって推計する 2)． 

 

4．使用データの概要 

本研究では，電力中央研究所作成の社会資本ストッ

クデータを用いる．このデータは除却スケジュールに

ガンマ分布を仮定し，社会資本種別ごとに，耐用年数

パラメータを設定して除却額を算出し，これに基づい

て社会資本ストックを推計している．表 1 に電中研デ

ータにおける社会資本ストックの分類を示す． 

表 1 社会資本ストックの分類 
  4大区分 10小区分
  農林水産基盤 農林漁業施設

  産業基盤 道路（国県道）

道路（公団等）

港湾・空港

  運輸・通信基盤 国鉄・電電公社

鉄道・郵便業

  生活基盤 道路（市町村道）

都市公園・自然公園・下水道

上水道

社会保険・社会福祉施設・学校・病院  
この中で，地域生産関数モデルの社会資本ストック

として，スピルオーバー効果が大きいと考えられる，

「産業基盤」と「運輸・通信基盤」のストック額の合

計を用いる．民間資本ストックデータについても，除

却スケジュールにガンマ分布を仮定して推計された電

力中央研究所作成のデータを用いる．なお，社会資本

ストックデータ，民間資本ストックデータは，土居の

データベースに基づいて過去にさかのぼって独自に延

長推計し，データを作成した．県民総生産と労働力に

ついては，土居のデータベースを用いることとした．

なお，これらのデータは，全て 1990暦年価格で表示さ

れている．以上より，分析に用いるデータセットは，

沖縄県を除く 46 都道府県について，1955～2002 年の

48時点である． 

 

5．地域生産関数モデルの推定結果 

本来，長期記憶モデルではラグは無限大で定義すべ

きだが，実証分析ではデータの利用可能性に制約があ

るため，打ち切り次数 m を設定する．以下の実証分析

では，打ち切り次数を m=15，また，MAラグ多項式の
次数を q=1，すなわち， L\�1 と設定した場合の結果

を示す．打ち切り次数 m=15に対応して，観測データの

中で最初の 15年のデータを外生変数としたため，推計

に用いたデータ数は 1970～2002年の 33時点，合計 1518

サンプル（33 時点×46 都道府県）である．また，技術

進歩の成長率をはじめとする非観測要因の経年変化を



表す確定トレンド項を，1）1973年の第 2次石油ショッ

クまでの高度経済成長期（1970～1973年），2）1992年

のバブル崩壊までの期間（1974～1991 年），3）バブル

崩壊後の期間（1992～2002 年）までの 3 つの期間に分

類した．なお，それぞれの期間に対応するパラメータ

を 1
1D

2
1D

3
1D とする．実際にパラメータ推計を行ったと

ころ，社会資本の長期記憶型生産力効果の推計を安定

的に行うことが難しいことがわかった．そこで，2）の

期間に関しては，第 2 次石油ショックの影響によって

技術進歩が停滞したと考えて，確定トレンドパラメー

タ 2
1D を 0に設定した．また，労働力と民間資本につい

て１次同次制約を加えた．表 2 に，以上の設定の下で

パラメータ推計した結果を示す． 
表 2 地域生産関数の推定結果 

変数（記号） 推計値 t値
労働力（β 1） 0.886** 35.85
民間資本ストック(1-β 1） 0.114** 4.63
社会資本ストック(β 2） 0.051*  2.17
社会資本空間スピルオーバー(β3） 0.168    1.49
県内総生産空間スピルオーバー(β4） 0.882** 67.84
社会資本実数和分（d G） 0.179    1.21
確率誤差項実数和分(d ε） 0.018    1.01
確率誤差項1次（ψ） 0.998** 1247.9
確定トレンド 1970-1973（α 1

1
） 9.40E-08    0.59

確定トレンド 1992-2002(α 1
3
） -2.85E-08    -0.17

定数項(α 0） -5.776*  -2.52
サンプル数

自由度調整済み決定係数R 2

1518
0.999  

**：1％有意，*：5％有意 
自由度調整済み決定係数は高く，モデルの当てはま

りは良好である．長期記憶モデルにおける労働力，民

間資本ストック，社会資本ストックのパラメータはい

ずれも有意である．社会資本空間スピルオーバーと県

内総生産空間スピルオーバーのパラメータを比較する

と，県内総生産空間スピルオーバーの推計値の方が大

きくなっており，社会資本の直接的スピルオーバー効

果よりも，知識のスピルオーバー効果の方が大きいこ

とが分かる．また，実数和分パラメータはいずれも正

の値であり，定常性条件，反転可能性を満たしている．

社会資本の実数和分パラメータが正の値であるので，

社会資本は将来に対して長期的累積効果を有する． 

 

6．社会資本の生産性評価 

地域生産関数式（8）の推計結果を用いて，社会資本

の生産性を評価する．社会資本の生産性を，社会資本

の整備年次内に発生する瞬間生産性と，時間的な遅れ

を伴って発生する累積生産性に分解する．  

瞬間生産性は， 
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と表される．ただし，式（9）の第 1項は，社会資本の

整備によって自地域において年次内に発生する生産力

効果（以下，自地域瞬間生産性），第 2項は知識のスピ

ルオーバーと直接スピルオーバーによって，他地域に

対して年次内に波及する生産力効果（以下，他地域瞬

間生産性）を表す．長期記憶性は，本来無限時点にわ

たって定義されるが，モデルの推定時には有限個の時

間ラグmを設定している．本研究では 15 m であるの

で，将来への波及効果は 15時点である．社会資本の整

備により，自地域において将来に現れる限界生産性の

総和（以下，自地域累積生産性）は， 
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となる．さらに，他地域に対して将来現れる限界生産

性の総和（以下，他地域累積生産性）は， 
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となる．これらの地域累積生産性は，自地域の社会資

本が将来にわたって影響を与える自地域の生産額を介

して，将来の生産額に影響を与える，間接的な効果の

総和を表現している．式（11），（12）から明らかなよ

うに，1987年以降の累積生産性を求めるには 2002年以

降のデータが必要になる．本研究では， 2002年以降の

総生産額が 2002年度と同水準であると仮定して，累積

生産性を求めた． 

図 1，図 2に 1970年，2000年における，自地域瞬間

生産性，他地域瞬間生産性，自地域累積生産性，他地

域累積生産性をそれぞれ示す．1970 年において，自地

域瞬間生産性は比較的低い．また，他地域瞬間生産性

は大阪周辺，特に奈良，京都，および滋賀で高い値を

示している．自地域累積生産性の空間的なパターンは

自地域瞬間生産性と類似した傾向がみられるが，自地



域累積生産性の方が若干高い値を示している．他地域

累積生産性は，大都市周辺の値が大きくなっている．

2000年では，1970年と比較して瞬間生産性は全国的に

上昇している．特に東京，大阪，名古屋などの大都会

で生産性が大きく上昇している．一方，累積的生産性

は全国的に大きく低下している． 

図 3に 1970年，1980年，1990年，2000年における，

社会資本の総生産性を示す．1970年から 1990年までは

上昇傾向にあるが，1990 年以降は一転して下降傾向に

あり，2000年の総生産性は，ほぼ 1970年と同等の水準

となっている．1970 年と比較して特に生産性の低下が

著しいのは，香川，島根，鳥取であった．一方生産性

が上昇しているのは，滋賀，東京，大阪であった．  

 

7．  

本研究では，社会資本の空間的波及効果と時間的波

及効果を考慮した地域生産関数モデルを定式化した．

さらに，都道府県単位のパネルデータに基づいて地域

生産関数を推計した． 

分析の結果，社会資本の生産力効果は，他地域の現

在，および将来に対して大きな影響を与えると共に，

自地域の将来に対しても正の効果を有することが明ら

かとなった．また，推計した地域生産関数に基づいて，

社会資本の生産性を自地域瞬間生産性，他地域瞬間生

産性，自地域累積生産性，他地域累積生産性に分類し，

各生産性の経年変化を分析したところ，瞬間的生産性

は増加傾向にあるのに対して，累積的生産性は減少傾

向にあることがわかった．累積的生産性は瞬間的生産

性と比較して，無視できないほど大きいものの，近年

はやや低下傾向にあることがわかった．以上より，累

積的生産性，つまり社会資本の時間波及効果を軽視し

て社会資本投資を行うと，将来の生産性の低下を招く

可能性が高いと考えられる． 
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図 1 社会資本の生産性（1970年） 
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図 2 社会資本の生産性（2000年） 
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図 3 社会資本の総生産 
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